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議題1 藤沢市地球温暖化対策実行計画の

進行管理について

【藤沢市環境部環境総務課 ゼロカーボン推進担当】

２０２３年８月２９日
環境審議会 資料1-1

（1）達成指標における年度ごとの目標値設定
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藤沢市では

藤沢市では2021年(令和3年)2月に「藤沢市気候非常事態宣言」を表明しました。

● 脱炭素社会の実現に向け、2050年までに
二酸化炭素排出実質ゼロを目指します。

● 気象災害から市民の安全な暮らしを守る
ため、風水害対策を強化します。

● 気候変動の危機的状況を市民、事業者、
行政などあらゆる主体が広く情報共有し、
協働して気候変動対策に取り組みます。
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日本では

4自治体

262自治体

934自治体

【2050年二酸化炭素排出実質ゼロ表明自治体人口・数の推移】

資料：環境省「ゼロカーボンシティ一覧図（表明都道府県地図、表明自治体数・人口グラフ他）（2023.3.31）」
環境省「ゼロカーボンシティ取組一覧（表明自治体）（2023.3.31）」から作成

▷藤沢市環境基本計画

▷藤沢市環境保全職員率先実行計画

▷藤沢市地球温暖化対策実行計画

2022年(令和4年)3月に計画改定「藤沢市気候非常事態宣言」を表明し
藤沢市では
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藤沢市環境基本計画

■ 1999年（平成11年）3月に策定

■ 2022年（令和4年） 3月に改定

計画の趣旨など

趣 旨

市の環境の保全・創造に関する施策の基本となる事項
を定め、総合的かつ計画的に施策を推進し、「地域か
ら地球に拡がる環境行動都市」を実現する
＝市における環境施策は、本計画に基づき策定・推進

目 標
環境の保全及び創造に向けた5つの
環境像を掲げ、34項目の達成指標を設定

計画期間 2022年度～2030年度（9年間）
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藤沢市地球温暖化対策実行計画

■ 2011年（平成23年）3月に策定

■ 2022年（令和4年） 3月に改定

計画の趣旨など

趣 旨

国の目標及び「藤沢市気候非常事態宣言」を踏まえ、
2050年（令和32年）における温室効果ガス排出量を実
質ゼロとするための削減目標を設定し、市民・事業
者・行政の各主体が担う役割を明確にしながら、目標
達成のための施策を定める

目 標
2030年度における温室効果ガス排出量を2013年度比で
46%削減

計画期間 2022年度～2030年度（9年間）

P.10で説明
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藤沢市環境保全職員率先実行計画

■ 2011年（平成23年）3月に策定

■ 2022年（令和4年） 3月に改定

計画の趣旨など

趣 旨
市の事務及び事業における温室効果ガス排出量の削減、
吸収源の保全及び強化を率先的に実施し、市域全体の
温室効果ガス排出量の削減に寄与する

目 標
2030年度における温室効果ガス排出量を2013年度比で
56%削減

計画期間 2022年度～2030年度（9年間）
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1 藤沢市地球温暖化対策実行計画

本計画の目標は、国の目標及び「藤沢市気候非常事態宣言」を踏まえ、
「2030年度（令和12年度）における温室効果ガス排出量を2013年度（平成25
年度）比で46％削減」を目標として設定し、より高みを目指せるように挑戦を
していきます。長期的な目標として、2050年（令和32年）における温室効果
ガス排出量を実質ゼロとする脱炭素社会の実現を目指します。

第1章 計画の概要

（1）計画の目標 本編P.2に掲載
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1 藤沢市地球温暖化対策実行計画

第5章 温室効果ガス排出量の削減に向けた取組

（1）基本方針 本編P.37～に掲載

基本方針 1 省エネルギー対策の推進
＜主要施策＞ ■市民・事業者における脱炭素型ライフスタイルの促進

■協働・連携による脱炭素型ライフスタイルの促進

■省エネ設備等の導入促進

基本方針 2 エネルギーの地産地消

＜主要施策＞ ■再生可能エネルギーの導入によるエネルギーの地産地消

■自立・分散型エネルギー社会の形成に向けた仕組みづくり

基本方針 3 環境にやさしい都市システムの構築

＜主要施策＞ ■環境にやさしい移動手段の促進

■緑化の推進

■農地の保全

基本方針 4 循環型社会の形成

＜主要施策＞ ■ごみの減量化・再資源化の推進

■循環型社会形成への意識の醸成

■雨水の利活用
※本編P.38～48に「各主体の取組」を記載
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第5章 温室効果ガス排出量の削減に向けた取組

（2）達成指標-1 本編P.45～に掲載
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第5章 温室効果ガス排出量の削減に向けた取組

（2）達成指標-2 本編P.45～に掲載
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第7章 計画の推進体制と進行管理

（1）計画の推進体制～市民・事業者・行政の協働と連携
本編P.62～に掲載

市民・事業者・学識経験者などで構成。本計画及び環境の保全等に関
する基本的事項及び重要事項を諮り、施策を総合的かつ計画的に推進
します。

◆藤沢市環境審議会

市民・事業者・行政が協力して、地域から地球温暖化防止に向けた対策
等を協議し、積極的に実践活動を推進するために設立。
協力のもと、本計画の「緩和策」及び「適応策」の推進を図ります。

◆藤沢市地球温暖化対策地域協議会

企業・学識経験者・行政で構成。藤沢市域の自然環境や都市環境に応じ
た地球温暖化における諸課題について、企業と行政が抱える課題や考え
方などを共有しながら脱炭素社会の実現に向けた地球温暖化対策の調
査・研究などを進めます。

◆藤沢市地球温暖化対策研究会

本計画に掲げた施策の効果的な推進及び総合的な調整を図るため、行政
の内部に「藤沢市環境政策推進会議」を設置し、取組を進めます。

◆藤沢市環境政策推進会議(2023年７月より藤沢市環境政策推進本部会議に体制変更)

本計画の推進のためには、市民・事業者の協力が不可欠であり、環境問
題について情報提供及び周知啓発を行い、環境意識の醸成を図り、共に
環境に配慮した行動を実践していきます。

◆市民・事業者

河川や流域の水質浄化、自動車交通公害対策、地球環境問題など複雑
化・多様化する環境問題に対して、国や県との連携、市域を超えた近隣
自治体との連携を図り、広域的な視点に立って効果的な施策を展開して
いきます。

◆国・県・近隣自治体

各主体が一体となって本計画の推進を図ります。
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第7章 計画の推進体制と進行管理

（2）PDCAサイクルに基づく進行管理

市民・事業者・行政の協働と連携により本計画の推進を図ります。
また、計画の達成指標の達成状況等について、毎年度PDCAサイクルに基づく
進行管理を行います。

本編P.64に掲載


